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研究成果の概要（和文）： ドイツ生産学校については、以下の論文で取り上げてきた。「生産学校のデッサン
ー学校中退者・失業青年に職業訓練を」『人文学報』東京都立大学人文学部、2007。これらで生産学校の特質と
キャリア教育との関連も考察した。その後何回かドイツ・カッセル市の生産学校の調査を行った。またロストッ
ク市などの生産学校も訪問した。その後、コロナ感染があったため、生産学校訪問は行わなかった。日本では、
佐賀県のNPO法人スチューデント・サポート・フェイスの援助活動を調査した。このNPOは　2003年7月5日設立
し、10月23日NPO法人となり、学校、家庭に訪問し、アウトリーチに力を入れている。

研究成果の概要（英文）：About the Produktionaschule in Germany I reported in the Journal of Social 
Sciences and Humanities of Tokyo Metropolitan University No.381. The Thema is A Drawing of 
Produktionsschule in Germany and Denmark.
 In Japan I investigated the Student Support Face in Saga. This NPO helps youth and child of the 
refusal to attend school. In 2016 this NPO consulted with 9,590 persons and helper to their home and
 school 4,257 times. A common point of Japan and Germany is a necessity of the third territory 
except school and home.

研究分野：社会教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
不登校、引きこもりは社会的問題になっている。その解決と青少年の生活再建の課題と取り組みを考察したこと
に社会的意義がある。その取り組みの特徴は、生産活動―モノづくりの成功体験によって自己尊厳を取り戻すこ
とにる。その体験と地域的な体験活動をくみあわせて、青少年が生きる目標、意義をとらえなおすことに社会的
意義・学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本とドイツに青少年には、不登校、引きこもりが増大し社会的問題になっていたことにある。
彼らは失業青年でもあったため、職業への意欲を育て、仕事を見つけることが、日本とドイツの
共通課題になっていた。職業資格を重視するドイツにおいては、日本以上に生産と職業への意欲
を育てることが重視されていて、それに適応する事業として生産学校がドイツでちゅうもくさ
れるようになっていた。 
 生産学校はデンマークが発祥の地であったため、デンマークの生産学校にも調査に行ったが、
継続的にはドイツの場合を調査した。 
 
２．研究の目的 
 青少年が、引きこもり、不登校を克服し、社会的復帰、人生および生活の再建を支援する取り
組みの特徴を、日本とドイツの比較を通して明らかにする。また、生活再建のためには職業能力
を身に着ける必要があるので、そのための支援の方法を明らかにする。生産学校を取り上げた理
由は、ものづくりが青少年の働く意欲養成に積極的であるからである。 
 
３．研究の方法 
 実地を訪問し、事業者、支援者、青少年の活動の観察と、面接による聞き取りの調査を基本と
した。特に、ドイツだけでなく、日本においても事業者・支援者と青少年がひとつのグループと
して活動していることに注目し、事業者、支援者の問題意識と青少年の関心との関係を明らかに
しようとした。 
 
４．研究成果 
 ①研究成果は、ドイツ生産学校については、以下の論文で取り上げてきた。「生産学校のデッサ
ンー学校中退者・失業青年に職業訓練を」『人文学報』東京都立大学人文学部、2007。これらで
生産学校の特質とキャリア教育との関連も考察した。すなわち、生産学校でのモノづくりの体験
が、働く意欲を引き出し、職業への関心を広げていることに着目した。その後何回かドイツ・カ
ッセル市の生産学校の調査を行った。またロストック市などの生産学校も訪問した。その際に、
ドイツと日本の職業観特に資格に対する見方がちがうことが指摘され、それによる職業訓練・職
業教育の位置づけに関する、日独の違いを明らかにすることが課題となった。 
その後、コロナ感染の問題があったため、生産学校訪問は行われず、この課題の検討は未発であ
る。 
②日本では、佐賀県武雄市にある NPO 法人スチューデント・サポート・フェイス（SSF の引きこ
もり青年の社会復帰のための援助活動を調査した。この NPO は 2003 年 7 月 5 日設立し、10 月
23 日 NPO 法人となり、『不登校、ひきこもりのための支援・相談機関ガイドブック』発刊し、支
援・相談事業の提案、指針を作成した。そのとりくみは、佐賀県がかかえていた高校中退者、不
登校問題の解決に示唆を与え、県としての取り組みの参考にされたが、総務庁もその活動に注目
したといわれる。 
大串はその活動に同伴し、その特徴の分析をこころがけたが、残念ながら、コロナ感染がおこり、
その後の調査は行われていない。ただし、次の点が指摘されていた。家庭の問題が大きいのでは
ないかということである。したがって、ひとり親家庭や、孤児への取り組みが必要なことが指摘
された。すなわち、青少年だけでなく、家族の問題にきづき、青少年とともにその課題解決の支
援をする必要があることである。とくにひとり親自身が自立できる支援の必要性が議論された。 
この気づきは、高齢者問題にも発展した。すなわち、支援者が家庭訪問する中で、家庭で青少年
とともに暮らす高齢者の存在に気づいたことがきっかけである。そこで、この NPO では青少年だ
けだなく、青少年とともにくらす家族全体の支援にとりくむことになる。 
したがって、ここからは支援者の能力が再検討されることになった。それまでは、主に青少年 
援助の能力であったが、高齢者や母親などの女性を支援する能力も求められるようになった。 
青少年支援は世代を超えた支援に発展しつつあるが、このことは、事業者に新たな課題をなげか
けることになる。すなわち、研修や養成のカリキュラムに、高齢者支援や女性支援のテーマをつ
くることである。したがって、支援者には高齢者支援者だけでなく、女性支援者、。介護や看護
の専門家の支援を求めることになる。また、医療や福祉行政の専門家の協力も必要となった。し
たがって、異種の職業によるグループが必要となったのである。 
 こうして若者・青少年の支援から、母親、高齢者の支援も取り込んだ、青少年支援に発展しつ
つある。この傾向はドイツではどうなのか。同じような課題が生まれているのではないかと思わ
れる。ある生産学校では、若者だけでなく、中年女性の活動参加も見られるようである。このこ
とは新たな調査が必要であろう 
 以上の問題は、社会教育とどのような関係にあるのだろうか。ドイツの社会教育はゾチアール・
ぺダゴギーク（Sozialpaedagogik）と呼ばれている。それは、伝統的に青少年問題への取り組み
が中心だったし、現在もその伝統は受け継がれていて、その専門家であり、実践家は社会教育士



である。したがって、専門的職員の社会教育士の仕事は青少年教育が中心である。 
 それに対し日本の社会教育の場合、第二次大戦後の社会教育は青年や女性をよく対象にしてい
た。青年団や子供会、婦人会が活発な頃である。青年団は社会教育が担当していたから、社会教
育主事は青年団の相談に乗っていた。しかし、青年団が弱体化すると、青少年の教育は社会教育
行政より、一般行政として青少年健全育成として取り組まれている。こうした時代の変化が社会
教育に何を投げかけるのだろうか。社会教育士の誕生とともに考えるべきことは多い。 
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